平成２９年１２月２８日
会　員　各　位
北海道行政書士会
業務企画部長　北　村　資　暁
中山間地域等直接支払制度について（参考）
農林水産省では、農業生産条件が不利な中山間地域等において、農地の耕作放棄地化を未然に防ぐこと等を目的として、中山間地域等直接支払制度（第４期）を実施しています。今般、「中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（以下、「運用」という。）」が改正され、「集落協定は、交付金に係る事務の一部を行政書士等の当該集落協定以外の者に委託することができる。」とする旨の規定が追加されました（運用第１１の３「事務の委託」）ので、お知らせいたします（別添①参照）。
農地法許可申請をはじめとする農業関連業務に従事する行政書士が、本制度の活用を働きかけることで、地域農業の振興・活性化、農業の有する多面的機能の維持・発揮を通じた国民生活への寄与、風光明媚な田園風景等の景観維持等をはじめとする社会活動への貢献につながり、我々行政書士の社会的地位は更に向上していくと考えております。
つきましては、会員の皆様におかれましては、本制度を把握していただき、積極的な普及活動にご協力いただきたく存じます。
本制度の概要については別添①から④までをご参照いただくとともに、「事業計画書、協定書の記載イメージ」は本会HPより、また、本制度パンフレットは下記の農林水産省ＨＰからダウンロードいただけますので、併せてご利用ください。
記
【別添】
①平成２９年度中山間地域等直接支払実施要領、要領の運用改正の概要
②『月刊日本行政』平成２９年５月号（No.534）掲載記事
③中山間地域等直接支払制度の概要
④交付金に係る年間スケジュール‐新規の協定集落における書類整理・作成‐
【本会HP】
・事業計画書、協定書等の記載イメージ
【農林水産省ＨＰ】
・中山間地域等直接支払制度とは（制度パンフレット）
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/s_about/index.html
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